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Ⅰ 　 調 査 の 概 要

� 調 査 の 目 的

毎月勤労統計調査は，統計法に基づく指定統計で，茨城県における賃金，労働時間及び雇用

について，毎月の変動を明らかにすることを目的としている。

� 調 査 の 対 象

この調査は，日本標準産業分類のうち，鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，運輸・通信業，卸売・小売業，飲食店，金融・保険業，不動産業及びサービス業に属し

（農業，林業，漁業及び公務を除く），常時５人以上常用労働者を雇用する事業所の中から抽出

した8 0 0事業所について実施している。

� 調 査 事 項 の 定 義

� 現金給与総額

「現金給与総額」とは，「きまって支給する給与」と「特別に支払われた給与」の合計額であ

り，所得税，社会保険料，組合費などを差し引く前の総額のことである。

「きまって支給する給与」とは，労働協約，あるいは事業所の給与規則などによりあらかじ

め定められている支給条件，算定方式によって支給される給与で，超過労働給与を含むもので

ある。

「所定内給与」とは，「きまって支給する給与」から「超過労働給与」を除いたものであり，

「超過労働給与」とは，所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や休日労働，深

夜労働等に対して支給される給与のことである。

「特別に支払われた給与」とは，調査期間中に一時的な理由等に基づいて，労働者に現実に

支払われた給与及び給与の追給額，賞与等のことである。

� 出勤日数

調査期間中に労働者が実際に出勤した日数のことである。有給休暇は出勤日にならないが，

１日のうち１時間でも就業すれば出勤日となる。

� 実労働時間数

調査期間中に労働者が実際に労働した時間数のことであり，休憩時間は除かれるが，運輸関係

労働者の手待時間は含まれる。また，本来の職務外として行われる当直時間は含まれない。

「総労働時間数」とは，「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」の合計である。

「所定内労働時間数」とは，事業所の就業規則に定められた正規の始業時刻から終業時刻ま

での労働時間数である。

「所定外労働時間数」とは，超過労働（早出，残業，臨時の呼出し，休日出勤等）による実

労働時間数のことである。
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� 常用労働者

「常用労働者」とは，期間を定めずに雇用されている者，１ヵ月を超える期間を定めて雇用

されている者（パートタイム等も含む）または日々もしくは１ヵ月以内の期間に限って雇用さ

れている者のうち，前２ヵ月間にそれぞれ 1 8日以上雇用されていたものである。また，重役や

理事等の役員でも一定の職務に従事し，一般職員と同じ給与規則によって給与を受けているも

のは含まれる。

「パートタイム労働者」とは，１日の所定労働時間が一般の労働者より短い者，または，１

日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者

のことである。

� 労働異動率は，次の算式による。

当月の推計労働者の増加（減少）数

前月末推計労働者数

� 結 果 の 算 定 方 法

産業，規模及び男女別に，労働者数，一人平均月間給与額，出勤日数，実労働時間数を調査

票より集計し，規模５人以上の常用労働者を雇用する全事業所に対応させた復元値である。調

査結果の推計の基本的な考え方は次のとおりである。

まず，産業，事業所規模ごとの推計を次のように行う。

� 調査票の前調査期間末労働者数を合計する。

� 別途定める母集団労働者数と�の合計値との比率を計算する。この比率のことを「推計比　

率」と呼ぶ。

� 調査票の労働者数，延労働時間数及び現金給与支給総額の合計値に「推計比率」を乗じる。

� 延労働時間及び現金給与総額の合計値に推計比率を乗じた結果を，同じく労働者数の合計　

値に推計比率を乗じた結果で除す。その結果得られた一人平均値を，一人平均労働時間及び

一人平均現金給与額の推計値とする。推計労働者数は，労働者数の合計値に推計比率を乗じ　

た値とする。

続いて産業計及び事業所規模計の推計労働者数と一人平均労働時間及び一人平均現金給与額を

計算する。計算は，推計労働者数については，産業，事業所規模別の推計労働者数の合計であ

り，一人平均値については，産業，事業所規模別の一人平均値を，推計労働者数のウエイトで

加重平均して得る。

別途定める母集団労働者数は，原則として，前月分調査による「本月末推計労働者数」を用い

ることにしている。ただし，事業所統計調査等に基づく最新の母集団労働者数が判明した場合は，

そちらを使用する。

� 標 本 設 計 　 　

この調査は，総務庁統計局が行う「事業所統計調査」の「事業所リスト」を抽出するための



－3－

母集団フレームとしている。

標本は，事業所規模 3 0人以上（第一種事業所）では，産業大分類別（「製造業」は中分類，

「サービス業」は特定中分類及び規模別（常用労働者数 3 0人～9 9人，1 0 0人～4 9 9人，5 0 0人以上））

に層化された母集団から，各層ごとに設定された抽出率によって系統抽出された層化一段抽出

法により行われている。

また，事業所規模５～ 2 9人（第二種事業所）では，毎勤基本調査区から抽出した調査区につ

いて５～2 9人事業所名簿を作成し，次にその名簿から１調査区 1 0事業所を抽出する二段抽出法

により行われている。

この調査では労働者一人平均「きまって支給する給与」の産業別標本誤差率を一定限度内に

することを主眼としており，その標本誤差率は第一種事業所で，製造業大分類で３％，製造業

中分類で７％，その他の産業大分類で５％，サービス業中分類で 1 0％以内になるよう設計され

ている。

� 利 用 上 の 注 意

平成６年４月１日

総務庁告示第6 0号

� 「鉱業」は調査事業所数が少ないため公表していない。

� 平成1 1年１月に表章産業を次のとおり変更した。

①　「製造業」の「一括産業」中から「ゴム」を抜き出し，中分類として新たに「ゴム」を

追加した。

②　「サービス業」の「一括産業」中から「旅館」，「協同組合」，「社会保険・社会福祉」を

抜き出し，中分類として新たに「旅館」，「協同組合」，「社会保険・社会福祉」を追加した。

� 「製造業」の「一括産業」とは，平成 1 0年以前は「石油・石炭」，「ゴム」，「なめしがわ」

を，平成1 1年以降は「石油・石炭」，「なめしがわ」をまとめたものである。

� 「サービス業」の「一括産業」とは，平成 1 0年以前は「旅館」，「自動車整備，その他の修

理業」，「協同組合」，「社会保険・社会福祉」等を，平成 1 1年以降は「自動車整備，その他の

修理業」等をまとめたものである。

� 第１種事業所は，おおむね３年ごとに調査対象事業所の抽出替えを行っており，最近では

平成８年 1 0月実施の事業所統計調査を新母集団として，平成 1 1年１月に抽出替えを行った。

その結果，新旧両調査結果に若干の差異が生じるので，指数については時系列的連続性を保

つようにギャップ修正している。

ギャップ修正では，新旧両調査の間ギャップが旧調査の実施期間中各月ごとに累積したも

のと考え，前回の抽出替えまで遡り，各月にギャップを比例配分して修正している。

この抽出替えでは，新旧両調査結果のギャップ率に基づき基準値を修正した。

また，常用雇用指数については，最新の事業所統計調査結果に基づきベンチマークを更新

し，ギャップ修正することとなっている。この抽出替えでは，ベンチマークの更新と基準値
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の修正を行った。

○ 基準値計算の方法　　

a. 賃金・労働時間基準値

平成1 1年１月分新調査結果

平成1 1年１月分旧調査結果

b. 常用雇用基準値

平成８年事業所統計調査の常用労働者数

平成８年９月本調査の常用労働者数

� ギャップ修正は，実数については行っていないので，実数の動きと指数の動きは必ずしも

一致していない。従って，対前年増減率等の時系列比較は原則として指数により行うことと

している。

� 実質賃金指数は，次の算式により算出した。

算式：

名目賃金指数

水戸市の消費者物価指数

（帰属家賃を除く）

(9) 統計表中各年平均の数値の指数については，１～ 1 2月の数値を単純平均したものであり，

実数については平成５年以降は１～ 1 2月の数値を推計労働者で加重平均したものである。

� 記号は次のとおりである。

「０」 単位未満

「－」 皆無

「Ｘ」 調査数量が少ないので特に秘したもの

� この報告書についてのお問い合わせは下記へお願いします。

（〒3 1 0-8 5 5 5） 茨城県水戸市笠原町 9 7 8番地の６

茨城県企画部統計課　人口労働グループ

電話 (0 2 9) 3 0 1 局 2 6 4 9 番

内線 2 6 4 5 ～ 2 6 4 9 番
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Ⅱ 　 結 果 の 概 要
1 . 概 　 　 況

平成1 3年１月から 1 2月までの茨城県における賃金，労働時間及び雇用の動きを毎月勤労統

計調査結果からみると，その概況は次のとおりである。

� 事業所規模５人以上

ア．賃　金

調査産業計（サービス業を含む，以下同様とする。）の常用労働者１人１ヵ月平均現金

給与総額は3 3 4,4 1 9円で，前年に比べ 1.0％減（前年は0.4％減）となった。

消費者物価上昇分（注）を差し引いた実質賃金は前年に比べ 0.2％減（前年は0.3％増）とな

った。

イ．出勤日数及び労働時間

調査産業計の常用労働者１人１ヵ月平均出勤日数は 1 9.8日で，前年に比べ0.1日減（前年は

0.2日増）となった。総労働時間は1 5 4.3時間で，前年に比べ0.4％減（前年は0.4％増）となっ

た。

ウ．雇　用

調査産業計の１ヵ月平均常用労働者数は 9 7 9,3 9 1人で，前年に比べ 0.9％増（前年は0.1％

増）となった。

� 事業所規模3 0人以上

ア．賃　金

調査産業計の常用労働者１人１ヵ月平均現金給与総額は 3 7 5,7 5 5円で，前年に比べ 1.8％

減（前年は0.6％増）となった。

消費者物価上昇分（注）を差し引いた実質賃金は前年に比べ1.0％減（前年は1.4％増）となった。

図－１　　年次別・本県賃金の推移（調査産業計）
（事業所規模30人以上，対前年増減率）
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イ．出勤日数及び労働時間

調査産業計の常用労働者１人１ヵ月平均出勤日数は 1 9.4日で，前年に比べ0.1日減（前年は

0.2日増）となった。総労働時間は153.4時間で，前年に比べ0.4％減（前年は0.2％増）となった。

ウ．雇　用

調査産業計の１ヵ月平均常用労働者数は 5 5 1,7 5 4人で，前年に比べ 1.4％減（前年も1.4％

減）となった。

� 賃 金 の 動 き

� 賃金の水準

ア．事業所規模５人以上

調査産業計の常用労働者１人１ヵ月平均現金給与総額は 3 3 4,4 1 9円で，前年に比べ 1.0％

減となり，前年の伸び率（ 0.4％減）を0.6ポイント下回った。

現金給与総額の内訳をみると，きまって支給する給与が 2 7 3,3 0 3円で，前年に比べ 0.3％

増となり，前年の伸び率（ 0.2％増）を 0.1ポイント上回った。また，ボーナス等の特別に

支払われた給与が 6 1,1 1 6円で，前年に比べ4,1 4 0円減少となった。

現金給与総額を物価上昇分を差し引いた実質賃金でみると，前年に比べ 0.2％減となり，

前年の伸び率（ 0 .3％増）を 0 .5ポイント下回った。また，全国平均の実質賃金の伸び率

（0.5％減）と比べると，本県は 0.3ポイント上回った。

イ．事業所規模3 0人以上

調査産業計の常用労働者１人１ヵ月平均現金給与総額は 3 7 5,7 5 5円で，前年に比べ 1.8％

減となり，前年の伸び率（ 0.6％増）を2.4ポイント下回った。

現金給与総額の内訳をみると，きまって支給する給与が 2 9 5,7 3 4円で，前年に比べ 0.3％

減となり，前年の伸び率（前年もちあい）を 0.3ポイント下回った。また，ボーナス等の特

別に支払われた給与が 8 0,0 2 1円で，前年に比べ6,1 7 8円減少となった。

現金給与総額を物価上昇分を差し引いた実質賃金でみると，前年に比べ 1.0％減となり，

前年の伸び率（ 1 .4％増）を 2 .4ポイント下回った。また，全国平均の実質賃金の伸び率

0.6％増と比べると，本県は 1.6ポイント下回っている。

表－１　　賃金の動き
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� 産業別賃金

ア．事業所規模５人以上

産業別に現金給与総額をみると，電気・ガス・熱供給・水道業が6 0 9,3 0 7円で最も多く，つ

いで金融・保険業の4 5 5,1 8 2円，最も少ないのは卸売・小売業，飲食店の2 3 4,8 5 6円であった。

これを対前年増減率でみると，減少率が大きかったのは，不動産業の 1 9.7％減，建設業

の9.1％減で，増加率が大きかったのは，電気・ガス・熱供給・水道業の 2 0.1％増，卸売・

小売業，飲食店の1 1.8％増であった。

きまって支給する給与をみると，電気・ガス・熱供給・水道業が 4 4 5,9 8 4円で最も多く，

次いで金融・保険業の 3 2 5,8 8 3円，以下，不動産業，製造業，建設業の順となった。

これを対前年増減率でみると，減少率が大きかったのは，不動産業の 1 7 .6％減，金融・

保険業の 7.0％減，増加率が大きかったのは，電気・ガス・熱供給・水道業の 9.4％増，卸

売・小売業，飲食店の 9.3％増であった。

特別に支払われた給与をみると，電気・ガス・熱供給・水道業が1 6 3,3 2 3円で最も多く，次

いで金融・保険業の129,299円，以下，運輸・通信業，不動産業，製造業の順となった。

次に，製造業における産業中分類の内訳でみると，現金給与総額は，非鉄金属が 4 9 8,5 9 5

円で最も多く，次いで化学の 4 8 1,5 5 8円，以下，鉄鋼，一般機械の順となった。

表－２　　全国平均との比較

図－２　　現金給与額の推移（調査産業計）
（事業所規模30人以上）
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これを，対前年増減率でみると，減少率が大きかったのは家具の 1 3.3％減，窯業・土石の

1 2.3％減であり，増加率が大きかったのはゴムの 1 5.2％増，一括産業の 3.9％増であった。き

まって支給する給与は，非鉄金属が 3 7 6,7 7 2円で最も多く，次いで化学が 3 6 4,8 7 0 円，以下，

鉄鋼，一般機械の順となった。

これを，対前年増減率でみると，減少率が大きかったのは，木材の1 0.2％減，輸送用機器の

8.8％減であり，増加率の大きかったのは，ゴムの 1 4.6％増，武器，その他の9.6％増であった。

表－３　　産業別賃金の動き

図－３　　現金給与総額の対前年比較（調査産業計）
（事業所規模30人以上）
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イ．事業所規模3 0人以上

産業別に現金給与総額をみると，電気・ガス・熱供給・水道業が6 6 5,6 7 0円で最も多く，次

いで金融・保険業の4 7 7,0 4 0円，最も少ないのは，卸売・小売業，飲食店の2 1 7,5 5 5円であった。

これを対前年増減率でみると，減少率が大きかったのは不動産業の 2 1.3％減，建設業の

1 8.0％減で，増加率が大きかったのは，卸売・小売業，飲食店の 1 0.8％増，電気・ガス・

熱供給・水道業の1.6％増であった。

きまって支給する給与をみると，電気・ガス・熱供給・水道業が 4 7 0,9 3 9円で最も多く，

次いで金融・保険業の 3 3 0,4 6 2円，以下，不動産業，サービス業，製造業の順となった。

これを対前年増減率でみると，減少率が大きかったのは不動産業の 1 6.2％減，建設業の

8.2％減で，増加率が大きかったのは，卸売・小売業，飲食店の 1 0.9％増，電気・ガス・熱

供給，水道業の1.8％増であった。

特別に支払われた給与をみると，電気・ガス・熱供給・水道業が1 9 4,7 3 1円で最も多く，次

いで金融・保険業の1 4 6,5 7 8 円，以下，運輸・通信業，サービス業，製造業の順となった。

次に，製造業における産業中分類の内訳でみると，現金給与総額は，非鉄金属が 5 1 4,5 6 1

円で最も多く，次いで化学の 4 8 2,8 0 7円，以下，ゴム，一括産業の順となった。

これを対前年増減率でみると，減少率が大きかったのは，家具の 2 2.1％減，食料品・た

ばこの1 1.9％減，衣服の 9.3％減であり，増加率が大きかったのはゴムの 1 3.9％増，武器，

その他の6.7％増，一括産業の 2.9%増であった。

きまって支給する給与をみると，非鉄金属が 3 8 7 ,3 4 0円で最も多く，次いで化学の

3 6 8,4 0 8 円，以下，ゴム，鉄鋼の順となった。

これを対前年増減率でみると，減少率が大きかったのは，食料品・たばこの 1 5.0％減，

家具の7.4％減，輸送用機器の 5.9％減，精密機器の 4.2％減であり，増加率が大きかったの

は武器・その他の 1 9.1％増が最も高く，次いでゴムの 1 3.7％増であった。

表－４　　製造業中分類における賃金の動き
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(3) 賃金格差

ア．全国平均との格差

現金給与総額の全国平均を 1 0 0とした賃金格差をみると，本県は事業所規模５人以上で

は9 5.2，3 0人以上では9 4.6であり，５人以上の格差が大きくなっている。

対全国格差は，前年と比べると，５人以上で 0.1ポイント差が縮まり， 3 0人以上で1.3ポ

イント差が広がった。

イ．産業間の格差

現金給与総額の調査産業計を 1 0 0とした賃金格差をみると，事業所規模５人以上で最も

多いのが電気・ガス・熱供給・水道業の 1 8 2.2 ，最も少ないのが卸売・小売業，飲食店の

7 0.2で，その差は1 1 2.0ポイントとなった。

また，事業所規模 3 0人以上で最も多いのが電気・ガス・熱供給・水道業の 1 7 7.2 ，最も

少ないのが卸売・小売業，飲食店の 5 7.9で，その差は1 1 9.3ポイントとなった。

産業間格差は，前年と比べると，５人以上で 2 3.6ポイント差が広がり， 3 0人以上では7.2

ポイント差が広がった。

表－５　　賃金水準の対全国平均比較

表－６　　産業間賃金格差
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ウ．男女間の格差

現金給与総額の男子を 1 0 0とした女子の賃金格差をみると，調査産業計の事業所規模５

人以上では4 7.5，3 0人以上では4 4.6となり，前年と比べると，５人以上で 1.4ポイント差が

縮まり，3 0人以上で0.5ポイント差が縮まった。

これを産業別にみると，５人以上では差が最も小さいのが建設業の 6 5.1で，最も大きいの

が卸売・小売業，飲食店の3 8.6であった。また，3 0人以上では差が最も小さいのが建設業の

5 9.9で，最も大きいのが卸売・小売業，飲食店の 3 1.0であった。

表－７　　産業別男女間賃金格差
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3 .  出勤日数と労働時間の動き

� 出勤日数

ア．事業所規模５人以上

調査産業計の常用労働者１人１

ヵ月平均出勤日数は， 1 9 .8日で，

前年より0.1日減少した。

また，調査産業計の年間出勤日

数は2 3 8日で，前年より 1日減少し

た。

これを産業別にみると，最も多

いのが建設業の 2 5 0日，最も少な

いのが金融・保険業の 2 3 2日でそ

の差は1 8日となった。

イ．事業所規模3 0人以上

調査産業計の常用労働者１人１ヵ月平均出勤日数は 1 9.4日で，前年より0.1日少なかった。

また，調査産業計の年間出勤日数は 2 3 3日で，前年より1日少なかった。

これを産業別にみると，最も多いのが運輸・通信業の 2 5 0日，最も少ないのが金融・保

険業の2 2 4日で，その差は2 6日となった。

表－８　　出勤日数及び労働時間の動き

図－４　　出勤日数の規模別，産業別比較
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� 労働時間

ア．事業所規模５人以上

調査産業計の常用労働者

１人１ヵ月平均総実労働時

間は 1 5 4.3時間で，前年に

比べ0.4％減となった。

総実労働時間の内訳をみ

ると，所定内労働時間が，

1 4 4 .8時間で，前年に比べ

0 .1％増となり，残業等の

所定外労働時間が 9 .5時間

で，前年に比べ 7 .6％減と

なった。

これを産業別の対前年増

減率でみると，１ヵ月平均

総実労働時間は不動産業が

3 .9％増となり，電気・ガス・熱供給・水道業が 3.9％減となった。所定内労働時間は卸

売・小売業，飲食店が 2.0％増となり，電気・ガス・熱供給・水道業が 5.7％減となった。

所定外労働時間については不動産業が86.2％増となり，建設業が20.2％減となった。

なお，１ヵ月平均総実労働時間は不動産業が前年より 5.9時間の増加，電気・ガス・熱供

給・水道業が6.3時間の減少となった。

また，調査産業計の年間総実労働時間数は 1,8 5 2時間で，前年に比べ 6時間減となった。

これを，産業別にみると，最も多いのが運輸・通信業の 2,0 2 8時間，最も少ないのが卸売・

小売業，飲食店の 1,6 5 2時間で，その差は3 7 6 時間となった。

イ．事業所規模3 0人以上

調査産業計の常用労働者１人１ヵ月平均総実労働時間は 1 5 3.4時間で，前年に比べ 0.4％

減となった。

総実労働時間の内訳をみると，所定内労働時間が 1 4 2.3時間で前年に比べ 0.2％増となり，

残業等の所定外労働時間が 1 1.1時間で，前年に比べ 7.3％減となった。

これを産業別の対前年増減率でみると，総実労働時間は，卸売・小売業，飲食店が 6.7％

増となり，金融・保険業が 3.5％減となった。所定内労働時間は，卸売・小売業，飲食店が

5.9％増となり，金融・保険業が 4.4％減となった。所定外労働時間は，卸売・小売業，飲

食店が2 3.7％増となり，製造業が 1 1.9％減となった。

調査産業計の年間総実労働時間は， 1,8 4 1時間で，前年に比べ 7時間減となった。これを

産業別にみると，最も多いのが，運輸・通信業の 1,9 6 7時間，最も少ないのが卸売・小売業，

飲食店の1,5 6 1時間で，その差は 4 0 6時間となった。

図－５　　総実労働時間数の規模別，産業別比較
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(3) 男女間の労働時間格差

総実労働時間の男子を 1 0 0とした女子の労働時間格差は，調査産業計の事業所規模５人

以上では，8 1.9，3 0人以上では，8 2.1となった。これは，前年に比べると，５人以上で 0.9

ポイント差が縮まり， 3 0人以上で0.6ポイント差が縮まった。

これを産業別にみると，５人以上で差が最も小さいのが不動産業の 9 9.8で，最も大きい

のが運輸・通信業の 6 9 .8であった。 3 0人以上では差が最も小さいのが不動産業の 9 9.4で，

最も大きいのが卸売・小売業，飲食店の 6 9.4であった。

図－６　　労働時間の推移（事業所規模30人以上）
ー調査産業計－

表－９　　産業別男女間労働時間格差
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4. 雇 用 の 動 き

� 雇用水準

ア．事業所規模５人以上

調査産業計の１ヵ月平均常

用労働者数は9 7 9,3 9 1人で，前

年に比べ0.9％増となり，前年

の伸び率（ 0 .1％増）を 0 .8ポ

イント上回った。

これを産業別の対前年増減

率でみると，サービス業・電

気・ガス・熱供給・水道業，

卸売・小売業，飲食店を除き，

減少となった。

イ．事業所規模3 0人以上

調査産業計の１ヵ月平均常用労働者数は 5 5 1,7 5 4人で，前年に比べ 1.4％減となり，前年

の伸び率（1.4％減）と同率だった。

これを産業別の対前年増減率でみると，電気・ガス・熱供給・水道業，サービス業を除

き，減少となった。

� 入職率・離職率

ア．事業所規模５人以上

調査産業計の常用労働者の異動状況をみると，年平均入職率は 2.1 9％で，前年に比べ

0.2 7ポイント上回り，年平均離職率は 2.2 2％で，前年に比べ 0.3 0ポイント上回り，離職率

が入職率を0.0 3ポイント上回った。

これを産業別にみると，入職率は卸売・小売業，飲食店が最も大きく，電気・ガス・熱

供給・水道業が最も小さかった。

表-10 雇用指数

図－７　　雇用指数の推移
（事業所規模30人以上，平成７年＝１００）

－調査産業計ー
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イ．事業所規模3 0人以上

調査産業計の常用労働者の異動状況をみると，年平均入職率は 1.5 7％で前年に比べ 0.0 9

ポイント下回り，年平均離職率は 1.8 3％で，前年に比べ 0.0 6ポイント上回り，離職率が入

職率を0.2 6ポイント上回った。

これを産業別にみると，入職率は卸売・小売業，飲食店が最も大きく，製造業と電気・

ガス・熱供給・水道業が最も小さかった。離職率は卸売・小売業，飲食店が最も大きく，

電気・ガス・熱供給・水道業が最も小さかった。

図－８　　月別入職・離職率の推移（事業所規模30人以上）

－調査産業計ー

表－11 入職・離職率の動き
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(3) 常用労働者の産業別構成

常用労働者の産業別構成比をみると，事業所規模５人以上，事業所規模 3 0人以上とも製造

業，サービス業の割合が多く，事業所規模５人以上では卸売・小売業，飲食店の割合も多く

なっている。

常用労働者に占めるパートタイム労働者の割合は，事業所規模５人以上では 2 2.1％，事業

所規模3 0人以上では1 9.7％となった。

これを産業別にみると，事業所規模５人以上，事業所規模 3 0人以上ともに卸売・小売業，

飲食店の割合が最も多くなっている。

表－12 常用労働者の産業別構成比

図－９　　常用労働者の構成比
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図－10 産業別，規模別常用労働者数

表－13 パートタイム労働者比
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5. 就業形態別（一般労働者とパートタイム労働者）の動き

ア．賃　金

産業計の１人１ヵ月平均の現金給与額は，一般労働者が事業所規模５人以上で 4 0 0,6 3 5

円（前年に比べ1.2％減），事業所規模3 0人以上では4 4 2,9 6 1 円（前年に比べ1.4%減）であっ

た。

一方，パートタイム労働者は事業所規模５人以上で 1 0 0,4 8 8円（前年に比べ 2.7％増），事

業所規模3 0人以上で1 0 0,8 1 1円（前年に比べ1.4％増）であった。

きまって支給する給与は，一般労働者が事業所規模５人以上で 3 2 3,3 3 7円（前年に比べ

0.1％増），事業所規模 3 0人以上で 3 4 4,6 0 9円（前年に比べ 0.2％増）であった。一方，パー

トタイム労働者は事業所規模５人以上で 9 6,5 4 1円（前年に比べ 3.4％増），事業所規模 3 0人

以上で9 5,7 8 3円（前年に比べ1.9％増）であった。

イ．日数及び労働時間

１人１ヵ月平均の出勤日数は，一般労働者が事業所規模５人以上で 2 0.4日（前年に比べ

0.4日減），事業所規模 3 0人以上で1 9.8日（前年と同水準）であった。一方，パートタイム

労働者は事業所規模５人以上で 1 7.7日（前年と同水準），事業所規模3 0人以上で1 7.7日（前

年に比べ0.3日減）であった。

総実労働時間は，一般労働者が事業所規模５人以上で 1 6 8.3時間（前年に比べ 0.5％減），

事業所規模 3 0人以上で 1 6 5.7時間（前年に比べ 0.4％減）となった。一方，パートタイム労

働者は，事業所規模５人以上で 1 0 4.8時間（前年に比べ 0.9％増），事業所規模 3 0人以上で

1 0 3.3時間（前年に比べ 1.9％増）であった。

総実労働時間のうち，所定内労働時間は，一般労働者が事業所規模５人以上で 1 5 6.8時間

（前年に比べ 0.1％増），事業所規模 3 0人以上で1 5 2.7時間（前年に比べ 0.3％増）であった。

一方，パートタイム労働者は事業所規模５人以上で 1 0 2.2時間（前年に比べ 0.6％増），事業

所規模3 0人以上で1 0 0.2時間（前年に比べ1.7％増）となった。

所定外労働時間は，一般労働者が事業所規模５人以上で 1 1.5時間（前年に比べ 8.0％減），

事業所規模3 0人以上で1 3.0時間（前年に比べ 7.8％減）であった。一方，パートタイム労働

者は，事業所規模５人以上で 2.6時間（前年に比べ 1 3.0％増），事業所規模3 0人以上で3.1時

間（前年に比べ6.9％増）となった。

ウ．常用労働者

調査産業計の１ヵ月平均の常用労働者数は，一般労働者が事業所規模５人以上で 7 6 2,6 3 9

人（前年に比べ 0.8％増），事業所規模 3 0人以上で4 4 3,3 0 3人（前年に比べ 2.2％減）であっ

た。パートタイム労働者は，事業所規模５人以上で 2 1 6,7 5 2人（前年に比べ 1.4％増），事業

所規模3 0人以上で1 0 8,4 5 1人（前年に比べ1.9％増）であった。
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図－１１　　規模別，就業形態別給与額比較

表－１４　　就業形態別比較
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